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研究成果の概要（和文）：本研究では、LCCと提携相手の提携前後の運賃設定行動の変化とLCCおよびその提携相
手と競合するFSCとLCCの提携締結前後の運賃設定行動の変化について分析を行うことであった。分析の結果、第
一に、LCCとの提携により提携相手のFSCは市場支配力を強化することができない可能性、LCCとFSCの提携に対
し、ライバルであるFSCが競争的行動を弱める可能性を示した。第二に、LCC同士の提携が競争を弱めることを示
した。そして、提携を通じてマルチマーケットコンタクト（複数の路線で、同じ航空会社同士が運航している状
態）から生じる運賃上昇効果が高まることを示した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research was to analyze the impact of an partnership 
with an LCC on fare-setting behavior. The results of the analysis showed, first, that an partnership
 with an LCC may not allow the partner FSC to strengthen its market dominance, and that rival FSCs 
may weaken their competitive behavior in response to an partnership between an LCC and an FSC. 
Second, we showed that partnerships between LCCs weaken competition. And we showed that through 
partnerships, the implicit collusion effect arising from multi-market contact (a situation in which 
the same airlines operate on multiple routes with each other) is enhanced.

研究分野： 交通経済学

キーワード： 低費用航空会社　アライアンス
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の意義については、第一に十分に行われていなかったLCCの関係する提携について分析をした点である。
第二に、今後の航空産業の競争政策を考えるにあたり一定の示唆を与えたことである。新型コロナウイルス感染
症の拡大は航空産業に大きな損失を与えた。こうした状況から、今後、航空会社は提携を通じ、経営をより効率
化する可能性がある。また、大都市を結ばない地方路線の維持のために航空会社間の提携が進められる可能性も
ある。提携や合併は航空会社や地域の持続可能性を高める一方で、競争を弱め、利用者がさらなる負担を求めら
れることも考えられる。そのため、本研究の成果は規制当局が提携の可否を判断する際の材料となりえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
米国の規制緩和以降、各国で規制緩和が実施された。そして、低費用航空会社（Low Cost 

Carrier 以下、LCC と記述する）が登場した。LCC とは格安航空会社とも呼ばれ、機内食の削減
等の方法により運航費用を削減し、低運賃を設定する航空会社を指す。現在まで、LCC は低運賃
戦略により、多くの旅客の利用を促し、アメリカンやデルタなどの従来型の航空会社（Full 
Service Carrier、以下では、FSC と記述する）から市場シェアを得ている。こうした動きは、米
国に限らず、欧州やアジアでも見られ、LCC は世界各地で大きく成長を遂げている。そして、実
証的研究の多くも LCC の登場が航空産業を競争的にしたとの結果を示している。 
一方で、LCC が FSC のように、他社と空港施設の共同利用、発着枠の融通、共同運航便の実施

等で提携するケースが増えてきている。例えば、サウスウエスト（LCC）と ATA（LCC）のケース、
日本航空（FSC）とベトジェット（LCC）のケース、アメリカン（FSC）とジェットブルーのケー
ス、デルタ（FSC）とウエストジェット（LCC）のケース等がある。そして、LCC の成長に伴い、
今後も LCC の関連する提携が増加する可能性がある。上記のように、当初、LCC の登場は航空産
業の競争を弱めてきたとされる一方、LCC の関係する提携は従来のような LCC の競争的な行動を
弱め、競争が停滞する可能性がある。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、第一に LCC と提携相手となる FSC 及び LCC の提携前後の運賃設定行動の変

化について分析することである。第二に、LCC およびその提携相手と競合する FSC と LCC の提携
締結前後の運賃設定行動の変化について分析を行い、LCC の提携が航空会社の運賃設定行動にも
たらす影響について明らかにする。そして、LCC の提携が航空産業の競争を弱める可能性につい
て考察する。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究では、アメリカンとジェットブルー提携のケース、サウスウエストと ATA 提携のケース

について分析を実施した。航空会社の運賃設定行動を表す運賃関数を用いる。一方で、運賃関数
に含まれる旅客数の変数は運賃の影響もうけるため、その影響をコントロールするため、旅客数
の変数を従属変数とする需要関数について運賃関数との同時推定を行う。そして、運賃関数には
提携の効果を計測するダミー変数を組み込み、航空会社の運賃設定行動に対し、提携の影響の有
無とその中身について分析を行った。この手法に関しては、過去の研究で用いられている。 
データは、米国航空産業の国内線のもので、出所は、Airline Data com の発行した O&D デー

タで、これを基に、運賃、輸送人員、路線距離、市場シェア等に関する年次データ作成している。
それらから年間輸送人員の 3650 未満の路線を除外した。そして、各路線においては、影響をほ
とんど及ぼさないと考えられる市場シェア５％未満の航空会社について除外している。所得と
人口に関するデータは、Bureau of Economic Analysis、U.S Department of Commerce から収集
し、路線間のデータを作成している。推定は、必要な検定を実施したうえで、繰り返し三段階最
小二乗法（I3SLS）で行った。 
 
４．研究成果 
 
第一に FSC であるアメリカンと LCC であるジェットブルーの提携を対象として、空港シェア

が運賃に与える効果に対し、提携が与える変化について分析を行った。分析の結果、従来の研究
と同様、多くの路線で空港シェアの上昇は運賃の上昇につながることを示した。この結果は FSC、
LCC とも同様である。そして、提携企業 2社が運航する路線においては、FSC、LCC ともに提携前
後で空港シェアが生じる運賃上昇効果に大きな変化は見られなかった。一方で、提携企業がその
提携相手と運航を別にする路線において、FSC、LCC ともに空港シェアの大きい、つまり自身の
市場支配力が強いと考えられる路線においては、一時的に競争的行動をとった可能性が示され
た。このことより、提携による乗り継ぎの利便性向上などを通じ、さらに利用者を増やし、市場
支配力強化のために競争的行動を引き出した可能性が示唆された。 
また、アメリカンとジェットブルー、そして 2社と競合するライバル FSC、ライバル LCC の 4

社の提携による運賃設定行動の変化について考察した。アメリカンについては、ジェットブルー
との提携により運賃設定行動を変化させていないことを示した。また、2015 年から運賃上昇行
動に出たことから、US エアとの合併によりアメリカンは空港等を通じて市場支配力を強めた可
能性を示唆した。ジェットブルーについては、提携前後について大きな運賃変化行動の変化が見
られなかった。ライバル FSC については、2011 年には運賃上昇行動をとり、2社の提携が終了し



た後も再度、運賃上昇行動を示した。ライバル LCC の運賃設定行動は、提携開始後にほとんど変
化させなかった一方、2011 年頃になると、競争的な変化を示し、提携終了後の 2014 年以降も競
争的な運賃設定行動を強めていた。 
これらの結果から LCC との提携により FSC は市場支配力を強化することができない可能性、

提携に対し、ライバル FSC が競争的行動を弱める可能性を示された。そして、ライバル LCC が、
FSC と LCC の提携に対する他社の変化を観察したうえで、旅客の増加を狙った競争的行動をとる
可能性、アメリカンとＵＳエアの合併が、2014 年以降に多くの航空会社運賃設定行動を変化さ
せた可能性も示唆された。 
 第二に ATA 航空とサウスウエスト提携のケースについて考察した。この提携の特徴は LCC 同
士の提携という点である。分析の結果として、提携により競争の程度が弱まったということが示
された。この 2社は、LCC として、激しい競争を展開していた。そのため、提携後はその競争的
行動を弱めたと考えられる。そして、同路線で対峙するライバルも一時は運賃を変化させなかっ
たが、後に競争的行動を弱め、結果的に路線全体で競争が弱まったものと考えられる。ATA 航空
が 2004 年と 2008 年に経営破綻した点を踏まえると、経営を安定化させるために ATA 航空は非
競争的行動をとりやすい環境にあった。この点から、サウスウエストは ATA 航空が提携せず破綻
した場合に比べ、提携した後に破綻することで、早い段階から競争的行動を弱めることができた
可能性も考えられる。以上の結果を表 1として整理する。 
また、暗黙の共謀に関しての分析も実施した。航空産業では多くの路線において、同じ航空会

社同士が運航を行っている。これはマルチマーケットコンタクト（MMC（Multi-Market Contact））
とも呼ばれる。この状況により航空産業の競争は弱められていることが過去の研究からも示さ
れてきた。一方で、MMC の共謀効果と提携の関係については注目されてこなかった。そのため、
米国の航空業界において、コードシェア協定や委託を含む提携と MMC の共謀効果との関係につ
いて、MMC が実際に運航している航空会社（オペレーティング・キャリア）の座席を販売するマ
ーケティング・キャリアの設定する運賃に与える影響を、路線の運航に関わる航空会社数との関
係で分析した。結果として、提携を通じて MMC の共謀効果が高まること、マーケティング・キャ
リア自身がオペレーティング・キャリアとして運航している場合には、MMC の共謀効果が弱まる
ことが示された。この結果で示唆されることは、航空会社は、提携を通じて競争を制限すること
に加え、暗黙のうちに競争的行動を弱めていることである。 
航空会社の提携はコロナ禍前より実施をされていた。そして、コロナ禍により航空産業は大き

な損失を受けた。こうした状況から、航空会社は提携を通じ、経営をより効率化する可能性があ
る。こうした状況も踏まえ、本研究から航空産業に対する示唆が得られる。まず、LCC 同士が競
争を激しく行っていた路線内において、その LCC 同士が提携すれば、利用者が利便性の向上と引
き換えに、運賃の上昇に直面する可能性が生じることを示した点である。一方で、FSC と LCC と
の提携では逆に運賃の低下をもたらす可能性もある。これらは、市場支配力の有無が影響すると
考えられる。一方で、M&A の進む航空会社においては、MMC の程度も上昇している。この状況に
おいて、提携の拡大は航空会社間の暗黙の共謀の効果も高める可能性がある。そのため、M&A の
可否については、現在までの提携の状況も踏まえながら判断する必要があると考えられる。 
 
表 1：提携後に行う可能性のある行動の結果整理 

提携タイ
プ 

LCC（提携） 提携相手 ライバル 

LCC＆FSC 
市場支配力の強い路線
では競争的行動をとる 

競争的行動を強めない 

FSC は非競争的行動を
とる 
LCC は競争的行動をと
る 

LCC＆LCC 競争的行動を弱める 競争的行動を弱める 競争的行動を弱める 
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